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電気通信事業における個人情報保護に関するガイドラインの解説の一部改正案新旧対照表            （傍線部分は改正部分）  

改正案 現行 

電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン（平成 16 年総務省告

示第 695 号。最終改正平成 25 年総務省告示○○号）の解説 

電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン（平成 16 年総務省告示

第 695 号。最終改正平成 23 年総務省告示 465 号）の解説 

 

（位置情報） 

第２６条 電気通信事業者は、利用者の同意がある場合、裁判官の発付した令

状に従う場合その他の違法性阻却事由がある場合を除いては、位置情報（移

動体端末を所持する者の位置を示す情報であって、発信者情報でないものを

いう。以下同じ。）を他人に提供しないものとする。 

２ 電気通信事業者が、位置情報を加入者又はその指示する者に通知するサー

ビスを提供し、又は第三者に提供させる場合には、利用者の権利が不当に侵

害されることを防止するため必要な措置を講ずるものとする。 

３ 電気通信事業者は、第４条の規定にかかわらず、捜査機関からの要請によ

り位置情報の取得を求められた場合において、当該位置情報が取得されてい

ることを利用者が知ることができるときであって、裁判官の発付した令状に

従うときに限り、当該位置情報を取得するものとする。 

４ 電気通信事業者は、前項のほか、救助を要する者を捜索し、救助を行う警

察、海上保安庁又は消防その他これに準ずる機関からの要請により救助を要

する者の位置情報の取得を求められた場合においては、その者の生命又は身

体に対する重大な危険が切迫しており、かつ、その者を早期に発見するため

に当該位置情報を取得することが不可欠であると認められる場合に限り、当

該位置情報を取得するものとする。 

（解説） 

(1) 本条でいう「移動体端末」とは、移動電話端末（端末設備等規則（昭和６０

年郵政省令第３１号）第２条第２項第５号）及び無線呼出端末（同規則第２条

第２項第７号）のほか、広く電波等を用いて通信を行うために用いられる端末

をいう。また、本条にいう「位置情報」とは、移動体端末の所持者の所在を表

 

（位置情報） 

第２６条 電気通信事業者は、利用者の同意がある場合、裁判官の発付した令

状に従う場合その他の違法性阻却事由がある場合を除いては、位置情報（移

動体端末を所持する者の位置を示す情報であって、発信者情報でないものを

いう。以下同じ。）を他人に提供しないものとする。 

２ 電気通信事業者が、位置情報を加入者又はその指示する者に通知するサー

ビスを提供し、又は第三者に提供させる場合には、利用者の権利が不当に侵

害されることを防止するため必要な措置を講ずるものとする。 

３ 電気通信事業者は、第４条の規定にかかわらず、捜査機関からの要請によ

り位置情報の取得を求められた場合において、当該位置情報が取得されてい

ることを利用者が知ることができるときであって、裁判官の発付した令状に

従うときに限り、当該位置情報を取得するものとする。 

 

 

 

 

 

 

（解説） 

(1) 本条でいう「移動体端末」とは、移動電話端末（端末設備等規則（昭和６０

年郵政省令第３１号）第２条第２項第５号）及び無線呼出端末（同規則第２条

第２項第７号）のほか、広く電波等を用いて通信を行うために用いられる端末

をいう。また、本条にいう「位置情報」とは、移動体端末の所持者の所在を表
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す場所を示す情報（基地局エリア若しくは位置登録エリア程度又はそれらより

狭い範囲を示すものをいい、利用明細に記載される着信地域（単位料金区域等）

のようなものは含まない。）をいい、端末設備等規則第２２条にいう位置情報よ

りも広い概念である（なお、発信者の位置を示す情報については、前条にその

取扱いが規定されているため、位置情報の定義からは除いている。）。電気通信

事業者が保有する位置情報は、個々の通話に関係する場合は通信の構成要素で

あるから電気通信事業法第４条第１項の通信の秘密として保護されると解され

る。これに対し、通話時以外に移動体端末の所持者がエリアを移動するごとに

基地局に送られる位置登録情報は通話を成立させる前提として電気通信事業者

に機械的に送られる情報に過ぎないことから、サービス制御局に蓄積されたこ

れらの情報は通信の秘密ではなく、プライバシーとして保護されるべき事項と

考えられる。位置情報を通信の秘密に該当しないと解する場合であっても、あ

る人がどこに所在するかということはプライバシーの中でも特に保護の必要性

が高い上に、通信とも密接に関係する事項であるから、通信の秘密に準じて強

く保護することが適当である。したがって、外部提供できる場合も通信の秘密

の場合に準ずることとした。 

(2) 位置情報サービスを自ら提供し、又は第三者と提携の上提供するに当たって

は、その社会的有用性と通信の秘密又はプライバシー保護とのバランスを考慮

して、電気通信事業者は、利用者（ここでは当該移動体端末の所持者を指す。）

の権利が不当に侵害されないよう必要な措置を講じなければならないものとし

た。 

「必要な措置」の具体的内容としては、①利用者の意思に基づいて位置情報

の提供を行うこと、②位置情報の提供について利用者の認識・予見可能性を確

保すること、③位置情報について適切な取扱いを行うこと、④第三者と提携の

上サービスを提供する場合は、提携に関する契約に係る約款等の記載により利

用者のプライバシー保護に配慮をすることなどが考えられる。 

①の利用者の意思に基づく位置情報の提供に関し、利用者からの同意取得

は、個々の位置情報の提供ごとのほか、サービス提供開始時などに事前に行う

ことも可能である。もっとも、同意取得は移動体端末の操作や書面による確認

す場所を示す情報（基地局エリア若しくは位置登録エリア程度又はそれらより

狭い範囲を示すものをいい、利用明細に記載される着信地域（単位料金区域等）

のようなものは含まない。）をいい、端末設備等規則第２２条にいう位置情報よ

りも広い概念である（なお、発信者の位置を示す情報については、前条にその

取扱いが規定されているため、位置情報の定義からは除いている。）。電気通信

事業者が保有する位置情報は、個々の通話に関係する場合は通信の構成要素で

あるから電気通信事業法第４条第１項の通信の秘密として保護されると解され

る。これに対し、通話時以外に移動体端末の所持者がエリアを移動するごとに

基地局に送られる位置登録情報は通話を成立させる前提として電気通信事業者

に機械的に送られる情報に過ぎないことから、サービス制御局に蓄積されたこ

れらの情報は通信の秘密ではなく、プライバシーとして保護されるべき事項と

考えられる。位置情報を通信の秘密に該当しないと解する場合であっても、あ

る人がどこに所在するかということはプライバシーの中でも特に保護の必要性

が高い上に、通信とも密接に関係する事項であるから、通信の秘密に準じて強

く保護することが適当である。したがって、外部提供できる場合も通信の秘密

の場合に準ずることとした。 

(2) 位置情報サービスを自ら提供し、又は第三者と提携の上提供するに当たって

は、その社会的有用性と通信の秘密又はプライバシー保護とのバランスを考慮

して、電気通信事業者は、利用者（ここでは当該移動体端末の所持者を指す。）

の権利が不当に侵害されないよう必要な措置を講じなければならないものとし

た。 

「必要な措置」の具体的内容としては、①利用者の意思に基づいて位置情報

の提供を行うこと、②位置情報の提供について利用者の認識・予見可能性を確

保すること、③位置情報について適切な取扱いを行うこと、④第三者と提携の

上サービスを提供する場合は、提携に関する契約に係る約款等の記載により利

用者のプライバシー保護に配慮をすることなどが考えられる。 

①の利用者の意思に基づく位置情報の提供に関し、利用者からの同意取得

は、個々の位置情報の提供ごとのほか、サービス提供開始時などに事前に行う

ことも可能である。もっとも、同意取得は移動体端末の操作や書面による確認
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などの方法により明確に行うべきであるほか、全くの包括的な内容の同意を得

ることは適当でなく、位置情報を提供する者の範囲を特定しておくなどするこ

とが望ましい。また、事前の同意は原則として撤回できなければならない。 

②の利用者の認識・予見可能性の確保については、画面表示や移動体端末の

鳴動等の方法により、位置情報が提供されることを認識できることを可能とす

ることなどが考えられる。また、合理的な期間、利用者が履歴を確認できるよ

うにすることや、利用者が誤って位置情報を送出することを防止するため、提

供されるサービスや移動体端末の機能等について、十分な周知・注意喚起を行

うことが望ましい。 

③の位置情報の取扱いについては、権限を有しない者が移動体端末の位置情

報のモニターができないよう、暗証番号の設定、アクセス端末の限定等の措置

が考えられるほか、他の電気通信事業者等が位置情報サービスを提供する場合

等において、自社の管理する基地局情報が他者に不当に利用されることのない

よう、基地局情報の管理について規程を設けるなどが考えられる。また、ＧＰ

Ｓ位置情報など、電気通信サービスの提供に必要のない位置情報は、原則とし

て利用者の意思に基づかずに取得してはならない。 

④の第三者と提携の上でのサービス提供については、提携に関する契約に係

る約款等において、第三者において上記のようなプライバシー保護措置が確保

されることを担保することや、利用者のプライバシーが不当に侵害されている

と判断される場合には、位置情報の提供を停止できるようにしておくことなど

が考えられる。 

(3) なお、移動体端末を物体に設置して、その物体の所在地の情報を把握するよ

うな場合であっても、物体を通してその所持者の権利が不当に侵害されるおそ

れがあることから、上記に準じた必要な措置を講じることが適当であると考え

られる。 

(4) また、上記(1)で述べたとおり、位置情報は、個々の通信に関係する場合は通

信の構成要素であるから電気通信事業法第４条第１項の通信の秘密として保護

されると解される。これに対し、位置情報が個々の通信に関係せず通信の秘密

に該当しないと解する場合であっても、ある人がどこに所在するかということ

などの方法により明確に行うべきであるほか、全くの包括的な内容の同意を得

ることは適当でなく、位置情報を提供する者の範囲を特定しておくなどするこ

とが望ましい。また、事前の同意は原則として撤回できなければならない。 

②の利用者の認識・予見可能性の確保については、画面表示や移動体端末の

鳴動等の方法により、位置情報が提供されることを認識できることを可能とす

ることなどが考えられる。また、合理的な期間、利用者が履歴を確認できるよ

うにすることや、利用者が誤って位置情報を送出することを防止するため、提

供されるサービスや移動体端末の機能等について、十分な周知・注意喚起を行

うことが望ましい。 

③の位置情報の取扱いについては、権限を有しない者が移動体端末の位置情

報のモニターができないよう、暗証番号の設定、アクセス端末の限定等の措置

が考えられるほか、他の電気通信事業者等が位置情報サービスを提供する場合

等において、自社の管理する基地局情報が他者に不当に利用されることのない

よう、基地局情報の管理について規程を設けるなどが考えられる。また、ＧＰ

Ｓによる位置情報など、電気通信サービスの提供に必要のない 位置情報は、

原則として利用者の意思に基づかずに取得してはならない。 

④の第三者と提携の上でのサービス提供については、提携に関する契約に係

る約款等において、第三者において上記のようなプライバシー保護措置が確保

されることを担保することや、利用者のプライバシーが不当に侵害されている

と判断される場合には、位置情報の提供を停止できるようにしておくことなど

が考えられる。 

(3) なお、移動体端末を物体に設置して、その物体の所在地の情報を把握するよ

うな場合であっても、物体を通してその所持者の権利が不当に侵害されるおそ

れがあることから、上記に準じた必要な措置を講じることが適当であると考え

られる。 

(4) また、上記(1)で述べたとおり、位置情報は、個々の通信に関係する場合は通

信の構成要素であるから電気通信事業法第４条第１項の通信の秘密として保護

されると解される。これに対し、位置情報が個々の通信に関係せず通信の秘密

に該当しないと解する場合であっても、ある人がどこに所在するかということ
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はプライバシーの中でも特に保護の必要性が高いことから、捜査機関からの要

請により位置情報の取得を求められた場合については、第４条の規定にかかわ

らず、位置情報の取得について、画面表示や移動体端末の鳴動等の方法により、

当該位置情報が取得されていることを利用者が知ることができるときであっ

て、かつ、裁判官の発付した令状に従うときに限り、位置情報を取得すること

とする。 

(5)通信を成立させるために必要な情報ではないＧＰＳ位置情報については、通

信の秘密ではなく、プライバシーの問題として扱うべき情報であるが、基地局

に係る位置情報と比べ、高いプライバシー性を有する。このため、電気通信事

業者が緊急時にＧＰＳ位置情報を取得できる場合については、①救助・救出を

要する者（以下「要救助者」という。）の生命又は身体に対する重大な危険が切

迫しており、かつ②要救助者を早期に発見するためにその者に係るＧＰＳ位置

情報を取得することが不可欠であると認められることを要件とすることが適切

であると考えられる。そして、本要件に該当するか否かについては、そのよう

な状況下にある者を捜索し、救助を行うことについて、権限や知見、責任を有

する警察、海上保安庁又は消防等の機関（以下「救助機関」という。）による、

要救助者の家族等の関係者からの申告等から認められる客観的な事実に基づく

専門的判断を経ることが不可欠であることから、これらの機関からの要請があ

った場合に限定することが適切であると考えられる。また、救助機関からの要

請に基づくものであるとしても、救助機関からＧＰＳ位置情報の取得・提供要

請を受けた電気通信事業者において適切な対応が図られるためには、当該要請

に際し、①上記の客観的な事実に基づき救助機関において本要件が備わってい

る旨判断したこと、及び、②その判断の相当性を担保するに足りる理由が提供

されることが必要であると考えられる。 

はプライバシーの中でも特に保護の必要性が高いことから、捜査機関からの要

請により位置情報の取得を求められた場合については、第４条の規定にかかわ

らず、位置情報の取得について、画面表示や移動体端末の鳴動等の方法により、

当該位置情報が取得されていることを利用者が知ることができるときであっ

て、かつ、裁判官の発付した令状に従うときに限り、位置情報を取得すること

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 


